（様式第３号）

共同研究契約書

　三重県（以下「甲」という。）と◯◯◯◯（以下「乙」という。）とは、次の条項に従い共同研究の実施及び成果の取り扱いに関する契約を締結する。

（共同研究）

第１条　甲及び乙は、次の研究を共同で実施する。

　（１）研究課題　　
　（２）研究目的　　
（３）研究内容

　
（研究期間）

第２条　本共同研究の実施期間は、契約締結日から平成　年　月　日までとする。

（実施場所）

第３条　共同研究の実施場所は、次のとおりとする。

（１）　◯◯に関する研究　　◯◯市◯◯町◯◯番地（甲の研究所等）

（２）　◯◯に関する研究　　◯◯市◯◯町○○番地（乙の施設等）

（共同研究の分担及び管理）

第４条　甲及び乙は、それぞれ別表第１に掲げる研究を分担する。

２　甲及び乙は、それぞれ分担した研究についての管理を行うものとする。

３　甲及び乙は、別表第２に掲げる研究員を当該共同研究に参加させるとともに、甲及び乙の所有する施設、機器類をこれらの研究員に使用させることができる。

（共同研究に要する経費）　
第５条　甲及び乙は、原則として、それぞれ前条第１項の規定による、分担した研究に要する経費を負担する。（研究経費の負担がある場合には、以下を追加する。「ただし、乙は甲の負担すべき経費の全部又は一部を負担することができる。」）

２　前項に規定する経費の予定額は、別表第３―１及び別表第３―２のとおりとする。（前項の規定により研究経費の負担がある場合には、以下を追加する。「ただし、別表第３－１に示す甲の経費予定額のうち○○円（消費税・地方消費税を含む）を乙が負担することとする。」）

３　乙が甲に対して経費を納入する場合は、乙は、甲が定める期日までに甲の発行する納入通知書により納入しなければならない。
４　乙は、所定の納付期限までに前項の経費を納付しないときは、納期日の翌日から納付の日までの日数に応じ、三重県公債権の徴収に関する条例（昭和３９年三重県条例第１３号）第６条第２項の率で計算した延滞金を納付しなければならない。

（資材等の管理）
第６条　甲及び甲に属する研究員は、乙が甲に提供した資材等について、本共同研究が終了するまで、受入日、受入数量及び使用数量等を記録し適切に管理するものとする。
２　前項の規定は，乙及び乙に属する研究員について準用する。

（共同研究の中止及び変更）
第７条　甲又は乙は、天災その他研究遂行上やむを得ない事由があるときは、甲、乙協議のうえ、本共同研究を中止することができる。この場合において、甲又は乙は、乙又は甲が受けた一切の損害について賠償する責を負わないものとする。
２　甲及び乙は、本契約書の内容に変更が生じた場合には、速やかに共同研究変更契約を締結するものとする。

（協力）
第８条　甲及び乙は、相手方が本共同研究を円滑に推進するために必要な資料、既に知り得た技術知見並びに相手方から提供を受けた資材等の成分及び製造方法等の提出を求めたときは、誠意を持ってこれに協力するものとする。

（研究の報告）
第９条　甲及び乙は、第２条に定める共同研究の実施期間終了後１ヶ月以内又は平成◯年３月３１日のいずれか早い時期までに、共同研究報告書を作成し、相互に報告しなければならない。共同研究報告書の内容は、甲乙相互に内容を協議したうえで、分担した研究の内容及び結果並びに研究に要した経費を記載するものとする。
２　甲及び乙は、共同研究報告書をあらかじめ相手方の承認を得ることなく公開できるものとする。

（研究の遅延）
第１０条　甲又は乙は、本契約に定める研究期間内に研究が完了できない場合には、乙又は甲に遅延の理由及び終了時期を示し、その取り扱いを協議するものとする。
（研究費及び資材等の返還）
第１１条　第７条の規定により本共同研究が中止された場合において、第５条第２項の規定により乙が甲に支払った研究経費に不要が生じた場合、甲は、不要額に応じて乙に返還するものとする。
２　甲又は乙は、本共同研究終了後、相手方から提供を受けた資材等を返還するものとする。ただし、相手方の承認を得た場合は、この限りではない。
（権利の帰属及び出願等）

第１２条　甲又は乙は、甲に属する研究員又は乙に属する研究員が、共同研究の実施に伴い発明が生じた場合は、速やかに乙又は甲に通知しなければならない。

２　甲又は乙は、甲又は乙に属する研究員が本共同研究の結果、単独で発明を行ったときは、あらかじめ相手方の同意を得て、単独で特許の出願ができる。

３　甲に属する研究員及び乙に属する研究員が共同して発明を行ったときは、甲は甲に属する研究員から当該権利を承継し、甲及び乙が共同して出願（以下「共同出願」という。）するものとする。この場合において、乙は共同研究を始めるにあたって、職務発明等に関する規程を定め、あるいはそれに類するもので権利関係を明確にしておくこととする。

４　前項に規定する共同出願を行おうとするときは、当該特許に係る甲及び乙の持分を協議して定めたうえで、別途共同出願契約を締結するものとする。

５　甲は、当該発明に係る特許を受ける権利を乙から承継した場合は、第３項の規定に関わらず、単独で出願することができる。

（共有特許の実施及び費用負担）

第１３条　甲及び乙は、前条第３項の規定により共同出願するときは、当該特許の実施について協議のうえ、共同出願した日から５年間を限度とする期間を定めて、次の一つを選択するものとする。

一　共同研究者以外の者（以下「第三者」という。）への実施権の付与の禁止

二　第三者への実施権の付与の保留

三　第三者への実施権の付与の同意

２　乙は、前項第一号を選択したときは、出願に係る費用及び前項で定めた期間に係る特許料等（以下「出願等費用」という。）を全額負担しなければならない。

３　乙は、第１項第二号を選択したときは、出願等費用を全額負担しなければならない。この場合において、第三者への実施権の付与の可否については、甲と乙が協議のうえ決定するものとする。

４　甲及び乙は、乙が第１項第三号を選択したときは、前条第４項で定める持分に応じて出願等費用を負担するものとする。

５　乙は、共同出願した発明に係る共有の特許を受ける権利又は特許権（以下「共有特許権」という。）を実施するときは、甲と別に定める実施契約書を締結するとともに、前条第４項で定める持分に応じて甲に対し実施料を支払わなければならない。

６ 甲及び乙は、乙が第１項第一号を選択したときを除き、実施料等について協議して定めたうえで、共有特許権を第三者に実施させることができる。この場合において、前条第４項で定める持分に応じて、甲及び乙に第三者が支払う実施料を配分するものとする。

（甲単独による実施許諾）

第１４条　甲は、次の各号のいずれかに該当するときは、前条に関わらず、事前に乙に通知したうえで、単独で第三者に共有特許の実施を許諾できる。

　一　当該共有特許の実施を制限することが公共の利益を著しく損なう恐れがあると認められるとき。

　二　乙が、一定の期間、当該共有特許を実施しないとき。

　三　共有特許を第三者に実施させる場合、乙の指定する実施料が公共の利益を著しく損なう恐れがあると認められるとき。

（研究成果の公表等）
第１５条　甲又は乙は、第２条に定める共同研究の実施期間中において、研究成果を公表しようとするときは、あらかじめ、乙又は甲と協議するものとする。

２　甲又は乙は、共同研究の終了後に、論文等により研究成果を公表できる。ただし、甲は、乙と協議のうえ、公にすることにより乙の競争上の地位その他正当な利益を害すると認められるものは、公表を控えることとする。

３　甲は、第１３条第６項の規定により、第三者に対し実施許諾をするときは、前項ただし書きの規定にかかわらず、実施許諾を受ける第三者に必要な研究成果を公開することができる。

４　甲又は乙は、相手方の作成した共同研究報告書に記載されていない研究成果等について公表しようとするときは、あらかじめ相手方の承認を必要とするものとする。

(秘密の保持)

第１６条　甲及び乙は、共同研究の実施に当たり、相手方より開示若しくは提供を受けた情報、又は相手方より知り得た技術上若しくは営業上の情報について、相手方の書面による事前の同意なしに、第三者に開示又は漏洩してはならない。ただし、当該情報が次の各号のいずれかに該当する場合は、この限りではない。

一　相手方から知得した時点で既に公知となっている情報、又は相手方から知得した後に自己の責に帰すべき事由によることなく公知となった情報であるもの

二　第三者から秘密保持義務を負うことなく正当に入手した情報であるもの

三　相手方から知得した時点で既に保有していた情報であるもの

四　相手方から知得した情報によらないで独自に開発したことが書面により立証できる情報であるもの

五　法令又は裁判所の命令により開示を義務づけられている情報であるもの

六　三重県工業研究所共同研究実施要領第４条に定める公募要領において、公表するとした情報であるもの

（情報公開）

第１７条　共同研究報告書以外の文書等の公開は、前条の規定に関わらず三重県情報公開条例（平成１１年三重県条例第４２号）に定めるところとする。

（契約の解除）

第１８条　　甲及び乙は、相手方の責めに帰すべき理由によりこの契約に定める義務を相手方が履行しないときは、この契約を解除することができる。

２　甲は、乙が次の各号の一に該当するときは、この契約の全部又は一部を解除することができる。この場合、乙は、違約金として解除部分に対する契約金額の 100分の10に相当する金額を甲に支払うものとする。

一　契約上の義務を履行せず、又は履行する見込みがないと甲が認めたとき。

二　この契約に関し、不正又は不誠実な行為をしたと甲が認めたとき。

三　災害その他やむを得ない理由以外の理由により契約の解除を申出たとき。

　四　自己又は自社の役員等が、次のいずれかに該当する者であることが判明したとき、又は、次のイからクまでに掲げる者が、その経営に実質的に関与していると判明したとき。
　　ア　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２項に規定する暴力団をいう。以下同じ。）

　　イ　暴力団員（同法第２条第６項に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）

　　ウ　暴力団関係者（暴力団員のほか、暴力団、暴力団員に協力し、若しくは関与する等これと関わりを持つ者又は集団的若しくは常習的に暴力的不法行為等を行うおそれがある組織の関係者として警察等捜査機関からの通報があった者若しくは警察捜査機関が確認した者。以下同じ。）

　　エ　自社、自己若しくは第三者の不正な利益を図り、又は第三者に損害を与える目的を持って、暴力団の威力又は暴力団関係者を利用した者

　　オ　暴力団又は暴力団関係者に資金等の供給、資材等の購入など積極的に暴力団の維持、運営に協力し、又は関与している者

　　カ　暴力団又は暴力団関係者と密接な関係を有している者（密接な関係とは、友人又は知人として、会食、遊戯、旅行、スポーツ等を共にするなどの交遊をしている場合をいう。この場合、特定の場所で偶然出会った場合は含まないが、年１回でもその事実がある場合は当該要件に該当する。）

　　キ　暴力団又は暴力団関係者と社会的に非難されるべき関係を有している者（社会的に非難される関係とは、たとえば、暴力団事務所の新築等に係る請負契約を結び、又は暴力団関係者が開催するパーティー等その他の会合に招待し、招待され、若しくは同席するような関係を含む。この場合、特定の場所で偶然出会った場合等は含まない。）

　　ク　暴力団関係者であると知りながら、これを不当に利用した者

３　甲は、第１項の規定により契約を解除するときは、その旨を書面により通知するものとする。
（不当介入に係る通報等の義務）

第１９条　乙は、契約の履行にあたり、暴力団、暴力団関係者又は暴力団関係法人等による不当介入を受けたときは、次の各号の義務を負うものとする。

一　断固として不当介入を拒否すること。

二　警察に通報するとともに捜査上必要な協力をすること。

三　甲に報告すること。

四　契約の履行において、暴力団、暴力団関係者又は暴力団関係法人等による不当介入を受けたことにより、工程、納期等に遅れが生じる等の被害が生じるおそれがある場合は、甲と協議を行うこと。

（産業廃棄物に係る共同研究の取扱）

第２０条　産業廃棄物に関連する共同研究においては、他の条項に加えて、次の各号を適用するものとする。

　一　甲又は乙が所有又は管理しない土地等を使用して行う研究は実施しないものとする。ただし、食品由来廃棄物等で安全性に合理的理由のある場合を除く。

　二　乙は、第２条に定める共同研究の実施期間中において、研究対象とする産業廃棄物に関する成分及び製造方法等の情報について、甲が乙に求めた場合は、これらに関する情報を提出しなければならない。この場合において、必要となる費用は乙の負担とする。

　三　甲及び乙は、共同研究において生じた成果物又は生産物を商品として流通させないものとする。ただし、食品由来廃棄物等で安全性に合理的理由のある場合を除く。

（準用）
第２１条　第１２条から第１４条までの規定は、実用新案権を受ける権利及び実用新案権、意匠登録を受ける権利及び意匠権、その他の知的財産権について準用する。
（協議）
第２２条　この契約に定めるもののほか、本共同研究の実施に関し必要な事項については、甲と乙が協議して定めるものとする。

（管轄裁判所）

第２３条　この契約に関する訴訟については、津地方裁判所を専属的合意管轄裁判所とする。

この契約を締結した証として、本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、各1通を保有する。
平成　　年　　月　　日
（甲）三重県津市広明町１３番地
三重県
三重県知事　○○　○○　印
　　　　　　
（乙）所在地
事業所名
代表者名　　○○　○○　印
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別表第２　（人材育成型の場合は対象者がわかるように記載）
	担当する研究課題
	所属名
	職名
	氏　名
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別表第３－１　甲が担当する研究課題の経費予定額             　　   （単位：円）
	経費（支出科目の区分）
	予定額
	積算基礎

	
	
	

	合　　　　計
	
	（消費税・地方消費税を含む）


別表第３－２　乙が担当する研究課題の経費予定額　　　             （単位：円）
	経費（支出科目の区分）
	予定額
	積算基礎

	試作開発費
	　2,000,000
	

	合　　　　計
	
	（消費税・地方消費税を含む）
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